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東亜同文書院に派遣された準公費生について
一愛知県を事例として一
本論は、東亜同文書院（以下、「書院J と略記
する場合がある）に準公費生として入学した学生
について、愛知県を事例としてその実態について
言及することを試みるものである。
東亜同文書院（1939 年以降は「東亜同文書院
大学J）は東亜同文会を経営母体に持ち、 1901 年
より 1945 年まで中国・上海にあった学校である
が (1）、その特徴の l つとして、運営が「国費（補
助金）と公費（各府県の派遣費）によって賄われ
たこと J が挙げられているようにベ学生に焦点
を当てた場合、各府県が公費で派遣する府県費生
が中心だった。実際には私費生も入学したが、東
亜同文書院では入学する学生の区分、入学させる
順序を次のように定めている。例えば『文部省認
定在上海東亜同文書院一覧従明治四十三年至
明治四十四年J 所収の「東亜同文書院章程」（以
下、「章程」と略記）では学生を府県費生、公費
生、私費生の 3種類とし、採用の順序は「第一府
県費生ヲ採リ次ニ定員ニ照シ余地アレハ公費生ヲ
採リ尚余地アレハ私費生ヲ加フ」とある（2）。ここ
からも府県費生に重きが置かれていたことが分か
る。そこに準公費生が加えられることになるのだ
が、章程上で準公費生が登場したのは第 13 期か
らではないかという推測がなされている（3）。筆者
が入手可能な範囲で見たところ、時代がやや下っ
た 1916 年度の章程には確かに準公費生という身
分が現れ、それにより学生の種類が 4種類に変化
している。とともに、採用の順序も府県費生、公
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費生、そして「尚余地アレハ準公費生私費生ヲ加
フ J と改められている。同様のことは 1923 年頃
の章程にも明記されている（4）。
さて、東亜同文書院の学生についての研究は
1990 年代以降に登場した、比較的新しい分野で
あるが、その関心はもっぱら県費生に置かれてお
り（5）、準公費生については佐々木享氏による「東
亜同文書院入学者の群像一海を渡って学び、に行っ
た若者たち」（『同文書院記念報j VOL.11 、 2003
年）で簡述される程度であるo この研究は東亜同
文書院（大学）が存在した 40 数年間の全期間を対
象として、入学した県費生・私費生の割合とその
変遷をはじめ、学生の出身地域の割合とその時期
的変遷などを総合的に捉え、県費生に限らず広く
書院入学生を扱った、学生についての基礎的研究
である。この中で準公費生は第 13 期（1913 年～
1916 年在学）から第 19 期 (1919 年～ 1922 年在学）
の時期に集中していること、そして彼らの東亜同
文会への推薦母体として、府県レベルの地方公共
団体をはじめ、郡や市町村、東京の区といった地
方公共団体、台湾総督府や大連民政署といった植
民地政庁、有志の育英国体、鶴見総持寺や黒龍会
といった私的団体などがあったことを明らかにし
ている刷。しかし、全体的な概要にとどまってお
り、 1 つの団体または地域に限定して準公費性の
様子を捉えていくという方法はとられていなし、
したがって本論では、冒頭で記した通り愛知県
を事例として取り上げ、準公費生の学生区分にお
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ける位置付け、準公費生の学歴、卒業後にたどっ
た進路などの基本的な部分について、簡単ながら
考察を進めていくものである。しかし、卒業後の
進路については準公費生の枠を越え、「書院生」
全体について考える際の 1 つの視角を提示する内
容となる。
凡例：漢字は全て当用漢字で表記した。
年号は原則として西暦で表記した。
1. 準公費生の位置付け
第 13 期より第 19 期までの短期間に東亜同文書
院に入学した準公費生は、その数が合計 101 名で
あり、各期の人数は第 13 期 16 名、第 14 期 19 名、
第 15 期 10 名、第 16 期 14 名、第 17 期 11 名、第
18 期 17 名、第四期 14 名であったとされるへ
また、彼らを東亜同文会に推薦する団体としては
「はじめにj でも触れたように、さまざまなもの
があった。愛知県の場合、次章で取り上げるよう
に第 13 期と第 15 期から第 18 期にかけて名古屋
市準公費生、愛知県準公費生が入学していた。
ところで、準公費生は佐々木氏によれば「性格
が唆昧で私費生と区別されている理由が不明」仰
と指摘されている。ただ、その根拠について詳し
く記されていないが、外務省記録に所収の「東亜
同文書院入学志願者心得」に定められている、 4
種類の学生の区分や出願方法をもとにしているよ
うである。しかし、一部省略して引用されている
ため、本章ではその部分も補足しつつ準公費生の
位置付けについて考えていきたい。
1916 年度の章程では第 22 条「府県費生ノ入学
ニ付テハ当該府県知事ヨリ本人ノ学歴履歴書、身
体検査書及中学校（商業学校）卒業成績表ヲ添へ
其旨東亜同文会本部ニ申込ムベシ公費生準公費生
亦之ニ準ス…J とあり、第 23 条「凡テ入学志願
者ハ東亜同文会本部ニ於テ所定ノ入学試験ヲ受ク
ベシ但府県費生ニ在リテハ当該府県ニ於テ前条規
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程ノ資格ヲ具備スル者ニ就キ施行セル選抜試験ニ
合格シタル者ハ本部ニ於ケル入学試験ヲ省略シテ
入学セシムルコトヲ得公費生準公費生亦之ニ準ス
…J （圏点は引用者による）と記されている。そ
してこれは 1918 年度や 1923 年時点での章程でも
主旨は変わっていない｛針。第 22 条を読むと、準
公費生は公費生とともに県費生の入学に準ずる旨
記されているが、準公費生に即して考えると、こ
れは各推薦団体の長が必要な証明書を東亜同文会
本部に送付することを意味するものと思われる。
一方、第 23 条は入学試験について、入学志願者
は入学試験を東亜同文会本部で受験すべきものと
しながらも、府県規定の選抜試験を受けた者は東
亜同文会での試験が省略される旨規定している。
準公費生は公費生とともにこれに準ずるとあるこ
とから、これも準公費生に即して考えると、各推
薦団体の選抜試験を受けた者は東亜同文会での受
験が省略されると読める。
以上の点を踏まえた上で、より詳しく準公費生
の位置付けをみるために、先に触れた「東亜同文
書院入学志願者心得J （以下「心得」と略記）を
手掛かりとしていきたい。 1920 年代後半にまと
められたと思しき心得は、学生を府県費生、公費
生、準公費生、私費生の 4種類に区分した上で、
それぞれの位置付けと出願方法について以下のよ
うに定めている。少し長いが引用してみる。
府県費生トハ各府県ニ於テ撰抜シ府県費ヲ以テ
派遣入学セシムルモノニシテ府県各其採用規則
ヲ設ク志願者ハ該規則ニ基キ当該府県ニ出願ス
ヘン
公費生トハ府県以外例ヘハ郡市町村或ハ教育会
等ノ各種ノ公共団体ニ於テ撰抜シ其団体ノ公費
ヲ以テ入学セシムルモノヲ云フ志願者ハ当該団
体ニ左記書類添付ノ上後記乙号書式ニヨリ推薦
方ヲ出願スへシ、当該団体ニ於テ鐙衡ノ結果適
当ト認、メタル時ハ之ヲ更ニ東亜同文会本部ニ推
薦シ許可ヲ受クヘシ
（一）本人及保証人ノ連署誓約書（当該公共団
体長宛）
（二）本人自筆履歴書二通
（三）身体検査書及本人最新ノ写真一葉
（四）学校卒業成績表及
準公費生トハ入学資格ノ鐙衡学費ノ納入其他本
人ノ進退ニ関スル凡テノ事務及責任ヲ当該推薦
府県又ハ公共団体ニ於テ負担スルモノヲ云フ、
其入学手続ハ東亜同文会本部ニ於テ所定ノ撰抜
試験ヲ受クヘキモノトス、但シ当該推薦団体ニ
対スル提出願書中ニハ前記四項保証人ノ外財産
証明書（学資金納入力証明ニ足ルモノ）添附ス
ルコトヲ要ス
私費生トハ直接東亜同文会本部ニ出願シテ撰抜
試験ヲ受クルモノヲ云フ
私費生入学志願者ハ左記願書並ニ受験料ノ提出
ヲ要ス
(1）入学志願書（甲号書式）一通
(2）履歴書（丙号書式）二通
(3）身体検査書（丁号書式）一通
(4）保証人ノ財産証明書（市町村役場ノ証明セ
ルモノ）又ハ所得税納付証明書一通
(5）卒業証明書在学成績表各一通
(6）最近写真（裏面ニ姓名年月日ヲ記入スヘシ）
一葉
(7）受験料金四円
（以下略） (10) 
（圏点は原文のまま）
この心得をみると、府県費生と公費生は各府
県または派遣団体が選抜試験を実施し、学費もそ
れぞれ府県費または公費という形で負担する旨記
されている。一方、準公費生は入学資格の選考を
はじめ学費納入、その他本人の進退に関する全て
の事務と責任を、当該推薦府県または公共団体が
東亜同文書院に派遣された準公費生について
負担する学生と定められている。逆に言えば、府
県や公共団体は学生を準公費生として東亜同文会
に推薦し、入学に関わる事務や本人の進退に関す
る責任を負うということになる。しかし、ここで
疑問が生じる。既述の章程第 23 条に照らして考
えると、各推薦団体の選抜試験を受けた者は東亜
同文会での受験が省略される旨受け取れることか
ら、心得では私費生と同じく東亜同文会本部で選
抜試験を受けることに改められたということなの
だろうか。
章程では公費生とともに準公費生の入学手続き
ゃ受験の方法について、大雑把にしか記されてお
らず、また心得と突き合わせてみていくと細かい
ところで不明な部分が出てくる。しかし、心得か
ら分かることは、準公費生は選抜試験を東亜同文
会本部で受けることとされており、この点は私費
生と同じ扱いであるo また、準公費生に提出が求
められる各種書類の中には、強調する形で「財産
証明書」が含まれており、これは私費生が提出す
べき書類に含まれていることから、学費は自己負
担であった様子が浮かび上がる。佐々木氏が準公
費生を「性格がi凌味で私費生と区別される理由が
不明」と捉える理由がここにあるといえよう。た
だし、私費生は個人で東亜同文会に対し入学手続
きをとるのに対し、準公費生の場合は手続きのみ
とはいえ、組織が関わってくるところに違いがあ
る。したがって、学生を推薦する府県や公共団体
は一定程度の事務と責任を負担する形で関与し、
一方で学費は実質自費という形となるため、準公
費生はいわば府県費生・公費生と私費生との折衷
型とも捉えられる。
2. 愛知県からの準公費生
前章で見たような準公費生という学生が、愛知
県からも東亜同文書院へ入学していたo そこで本
章では愛知県に焦点を当て、準公費生の実態に接
近することを試みる。
愛知県からの準公費生が確認できるのは、第
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13 期と第 15 期から第 18 期までの期間であり、
名古屋市準公費生と愛知県準公費生の合計 10 名
である。各期間の入学者数をまとめると表 1 のよ
うになる。ここからは、名古屋市準公費生が圧倒
的に多く、 10 人中 9 人を占めていることが分かる。
愛知県は県費生も書院に派遣しており、そのため
の予算額や県費生に関する県会議員の発言などが
f愛知県会議録J. r愛知県決議録J で確認できるが、
愛知県準公費生についての記述は管見の限り見当
たらない。
表 1 東亜同文笹院の各期における入学生数と愛知県から
の準公費生数（第 13 期～第 18 期）
入学期 入学生歓 Ii事公費生数 名古屋市 愛知県準公費 準公資
第 13 期 (1913 年～ 1916 年｝ si 2 2 。
第 M 湖 (1914 年～ 1917 年｝ 102! 。 。 。
第 15 期（1915 年～ 1918 年｝ 107 2 2 。
第 16 期（1916 年～ 1919 年｝ 113(121)1 3 3 。
自信 17 期 (1917 年～ 1920 年｝ 115(117) 2 
第 18WI (1918 年～ 1921 年｝ l例｜ 。
出典： JI{！！［同文信院学籍簿（愛知大学教学線保管）
注 1 ：学籍簿をもとに、 2在者がカウントし去にまとめた。
注 2：第 16 期、第 17 期はそれぞれ実習生が8 人と 2 人入学した。そのため、カッ
コの中の人数は実習生も含んだ数である。
さて、準公費生の学歴についてみると、全員が
名古屋にある中学校の卒業生で、その内訳は愛知
県立第一中学校：名古屋市準公費 2 名、愛知県立
第五中学校：名古屋市準公費 1 名、明倫中学校：
名古屋市準公費 3 名／愛知県準公費 1 名、私立名
古屋中学校：名古屋市準公費 l 名となっている (11)0
1916 年度の章程では入学志願資格者の 1 つとし
て中学校の卒業生を定めているから、全員がこの
適格者である (12）。
こうした彼らの原籍地を見た場合、ほとんどが
愛知県だが、第 18 期の江野村準ー（名古屋市準
公費生）は岡山県が原籍で、愛知県立第五中学校
の卒業であった (I劫。第五中学校は名古屋市所在
のため、江野村は県外出身でも準公費生として名
古屋市の推薦を受ける資格を有していたというこ
とになる。この点は愛知県県費生と比較すると相
違点として浮かび上がる。愛知県は県費生派遣の
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規程を県令として制定したが、明治・大正期に制
定されたものは「清国留学生ニ関スル規程」、「東
亜同文書院県費派遣生ニ関スル規程J (1915 年 1
月）、「海外県費派遣生ニ関スル規程J (1920 年 2 月）
である（ただし、「海外県費派遣生ニ関スル規程J
は書院だけでなく、日露協会学校への派遣も定め
たものである）。これらの規程には、県費生選抜
試験を受験する資格の 1 つとして、愛知県在籍の
男子であることが掲げられている (14）。そのため、
中には岐阜や東京の中学校を卒業した者も含まれ
ていたが (15）、愛知県に原籍があれば他府県の中学
校を卒業しでも県費生になり得たのである。
一方、江野村のケースからは、県費生とは逆に
準公費生の場合には原籍が問題ではなく、当然の
ことではあるが卒業した中学校の所在地が推薦さ
れる条件であったということが、相違点として現
れる。準公費生の性格や特徴について考える l つ
の材料となり得ょう。
3. 卒業後の進路とその後の経歴
準公費生の入学者数は合計 10 名だったが、途
中で退学したものがあったため、卒業したのは 6
名である (1へその中で就職先やその後の経歴が判
明するのは 5 名である。この 5 名についてまとめ
たのが表 2 である。なお、書院入学時には府県費
生、公費生、準公費生、私費生と区分されていた
学生たちであるが、入学後はそうした区分が学園
生活に及んだわけではなく、むしろ全寮生活でと
もに過ごす中で、同輩との聞に、さらに先輩や後
輩との聞に連帯感と信頼があり、また卒業後も同
窓会（濯友同窓会）は一家同士の親近感をもって
連絡しあったというように、いわば東亜同文書院
生として一体化した、濃密な人間関係が形成され
ていた (17）。したがって本章は論の展開上、愛知県
からの準公費生の卒業後の進路について取り上げ
るが、むしろ彼らを含めた書院生の一端として捉
えた方が良いかと思う。
表 2 準公費生の就職先とその後の経歴
入学期 氏名 卒業直後の その後の経歴車E犠先
第 15 矧 伊藤盛一 森村組 大'1$:窯業公司祭春出張所（名古屋市議公資生） (1922 年 12 月時点）
兄の経営する朝鮮商業通ta社、
市川弘 アメリカ伺学 東亜司E報通mi土の事業補助
（名古肢市単公費生） (3 年間） (1922 年）ー大阪・ 8本商業通
第 16lt 信社 (1925 年 8 月時点）
鈴木侶一郎 上御阿部市商店 大阪市・又ー隊式会社（名古屋市部公費生） (1928 年 11 月時点｝
第 17 期 服飾仁十郎 不明 機口にて大都洋行股立｛名古屋市治公費生） (19例年 11 月時点）
第 18 期 江野村準一 背ぬ伊東商会 浜松・遠州織妓株式会社（名古鹿市郡公費生） (1928 年 11 月時点｝
出典：『沼友J 6、 125 頁 0917 年）、岡 10、 28 頁 0919 年）、岡 17、回頁（1921
年｝、同 20、 47 頁（1922 年）、岡 26、 49);f (1924 年）、悶 28、 33 頁 (1925 年）、
rea初三年十一月現在 会員名簿J （沼友同窓会）。
注 1 ：本裂は、出典をもとにf在者が作成したものである。
表 2 からは、いくつかの特徴が浮かび上がって
くる。 1 つ目は、書院を卒業してから中国で就職
した者が確認できることである。鈴木信一郎、江
野村準ーはそれぞれ上海、青島が最初の就職地で
あった。また、伊藤盛ーの場合は転職と思われる
が、森村組から後に旧満洲の長春で働いているこ
とが分かる。
2 つ目は、書院の先輩・後輩といった人間関係
の存在である。例えば服部仁十郎は漢口で大華洋
行（一般輸出入貿易、星製薬中支総代理店）を設
立するが、 r ii{友 j 26 (1924 年 11 月）に掲載さ
れた閉店広告には、服部と並んで高広正治という
人物も名を連ねる。高広は書院 18 期（富山県出身）
で、卒業して日清汽船株式会社に就職していた問。
恐らく、先輩である服部に声を掛けられ、共同
経営者か出資者となったのではないかと推察され
るo ただ、 1928 年時点では兵庫県に在住してい
ることが確認できるため、短期間で大華洋行から
離れたことになる (19）。なお、江野村準ーが卒業後
に就職した会社は青島の伊東商会であったが、こ
の会社は愛知県県費生で書院第 3 期として入学し
た伊東経真が 1918 年に設立したものであった（20）。
高広、江野村ともに後に転職するが、この 2 人の
就業の様子からは書院の人脈が作用したことが窺
い知ることができる（21）。
3 つ目は移動性の高さである。例えば鈴木、江
東亜同文書院に派遣された準公費生について
野村は後に日本で転職したが、市川弘の場合は卒
業後アメリカ留学→朝鮮で兄の事業補助→日本で
就業と、まさに広範囲を移動していたことが分か
る。彼らには職業とともに居住地の移動も生じて
いたわけだが、鈴木、江野村はそれが日本と中国
の両国に及び、さらに市川は環太平洋地域といっ
ても過言ではない程の広範囲を移動しているo
従来言われてきたことは、書院生の多くが中国
で就職したということだった（22）。実際に表 2 か
らは鈴木、江野村は卒業直後に中国で就職し、伊
藤は転職と恩われるが中国で働いていたことが
明らかにされるo その点からしても、先行研究で
明らかにされてきたことについては筆者も同感で
ある。しかし、就職後の経歴を追っていくと、上
記のように彼らの中には必ずしも 1 ヵ所に定着せ
ず、転職や居住の移動を行なう者もいたことが、
極めて断片的な表 2 からも窺えるo こうした書院
生の就職後の移動も、今後考察の対象となり得る
と思われる。
では、こうした行動の背景には何があったのだ
ろうか。もちろん個人的な事情をはじめ、経済状
況など、さまざまな理由が考えられるので、一概
には言えない。例えば、書院第 1 号の外交官試験
合格者だ、った石射猪太郎は書院卒業後、満鉄に入
社し 4 年勤務した後に結婚のため帰郷、満鉄を退
社して日本圏内での再就職を試みたが、経済不況
のためで高等文官試験を受験し、さらに外交官試
験に臨むというプロセスを歩んでいる（均。ここか
らは、石射の卒業後の人生には個人的事情や、不
況という当時の日本経済を覆っていた状況が影響
を及ぼしていたことが分かる。したがって、書院
生の転職や居住地の移動の理由を簡単に論じるこ
とができないことはいうまでもない。しかし、一
方で既述のような移動性を書院の教育という側面
から捉えるとするならば、書院で培われた精神の
影響も反映されているように思われる。これは、
かつて藤田佳久教授が書院卒業生に対し行なった
アンケートが手掛かりとなる。藤田教授は卒業年
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次生が毎年行なった「大旅行」の、その後の書院
生の人生への影響についてもアンケートを取って
おり、その集計結果に基づき、大旅行の経験がそ
の後のそれぞれの人生の中で生きていると指摘し
た上で、比較的に目につくのは「自信」、「苦難を
乗り越えられる」（自信）、「チャレンジ精神J （が
ついた）という回答であったことを明らかにして
いる似｝。この点を踏まえて考えると、書院生の就
職後の移動は個人により様々な理由があるだろう
が、こうしたチャレンジ精神も影響していた可能
性もあったのではないかとも推察される。仮にそ
うだとするならば、それは「大旅行」で学生たち
が身に付けた精神の表れであったと見ることもで
きる。
なお、服部や江野村のケースからは就職・起業
に書院の人的繋がりが存在していたことが浮かび
上がるが、こうした人脈が具体的にどのように機
能したのか、そしてそうした人脈がどこまで「ネッ
トワーク J として形成されていたのか、などが今
後の課題と位置付けられよう。
本章は愛知県からの準県費生の進路について述
べてきたが、逆に就職やその後の人生という点に
ついて言えば、書院生全般につながる問題である
と捉えられる。
おわりに
以上、愛知県を事例として、さまざまな角度か
ら準公費生にアプローチすることを試みた。彼ら
に関する資料が限定されているため、本論では初
歩的な部分しか明らかにし得なかった。さて、今
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後この問題を考える際、なぜ名古屋市や愛知県
は学生を準公費生として東亜同文会に推薦したの
か、という部分が非常に大事になると考える。な
ぜなら、そこに推薦団体の東亜同文書院に対する
認識がある筈だからである。また、今回は掘り下
げて考察できなかったが、学生を海外の学校へ推
薦するという視角から考えた場合、準公費生は愛
知県の教育史にも繋がる問題となろう。
本論はもっぱら準公費生の実態を明らかにする
ことを主眼としてきたが、 3. で扱った内容は準
公費生という狭い枠組みにとどまらず、書院生と
いうより一層広いテーマとして扱うべきものであ
る。繰り返しになるので詳細は記さないが、今後
の書院研究のテーマの l つとして、書院生の卒業
後の実態一移動の頻度の高さの理由の解明、卒業
後の就職・転職における書院の人脈などーも挙げ
ることができるのではないだろうか。もちろん、
そこには越えねばならないハードルがある。例え
ば、準公費生の就職先とその後の経歴を調査する
手掛かりとした同窓会誌の『漉友j は、管見の限
り創刊された 1917 年より 1926 年までしか確認で
きない。そのため、現状では I漉友j が発行され
た期間の書院生の動向しか知り得ない。したがっ
て、それ以後の時期をも考察しようとする場合、
卒業後の状況を知り得るような資料の発掘を同時
に行なっていく必要がある。
以上のような課題や考察を深めるべきテーマに
ついては、別の機会に改めて明らかにしていきた
いと考えている。
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